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平成１９年 ５月 第六次伊達市総合計画策定業務開始

７月 伊達市総合計画審議会委員の公募

８月 総合計画策定本部設置

８月 計画策定委員会の開催（計９回開催）

８月 計画調整会議の開催（計７回開催）

９月 伊達市総合計画審議会の設置

９月～１０月 市民アンケート調査の実施

１０月 総合調整部会の開催（計１６回開催）

平成２０年 ４月 市民アンケート調査結果の公表

８月～９月 計画素案についてパブリックコメント※の実施

８月～９月 計画素案について地区説明会の開催

９月 計画素案について宅配講座※の開催

９月 計画素案について団体説明会の開催

１０月 パブリックコメントの回答、結果の公表

１０月 伊達市総合計画審議会へ諮問

１１月 伊達市総合計画審議会から答申

１２月 市議会に第六次伊達市総合計画基本構想を提案

１２月 市議会が総合計画基本構想審査特別委員会を設置

１２月 総合計画基本構想審査特別委員会において審査

平成２１年 ３月 第六次伊達市総合計画基本構想の原案可決

第六次伊達市総合計画策定経過Ⅳ-1

Ⅳ：資料編

●パブリックコメント

行政の重要な政策や制度を
決定する前に広く市民の意
見を募り、その意見を意志決
定に反映させることを目的と
した制度です。
なお、伊達市のパブリックコ
メント（市民意見の公募）は、
伊達市市民参加条例により
実施されます。

●宅配講座

市民の自主的な学習会等の
お手伝いをするために、市職
員を講師として派遣し、市政
の各分野について説明する
とともに市民と対話すること
で、相互理解を深めることを
目的としています。

用 語 解 説
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１． 組織図

第六次伊達市総合計画策定組織Ⅳ-2
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２． 策定本部規程

伊達市総合計画策定本部規程
平成元年１月13日

訓令第１号
（趣旨）

第１条 この訓令は、伊達市総合計画（以下「総合計画」という。）を策定するための
組織に関し、必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところ
による。
（1） 総合計画　本市の将来の健全な発展と望ましい都市づくりを推進するために

策定する基本構想及び基本計画からなる市政の総合的な計画をいう。
（2） 基本構想　本市における都市づくりの基本方向、目標及び主要施策の構想を

明らかにし、総合計画の基幹となるべきものをいう。
（3） 基本計画　基本構想に基づき、長期の展望に立って作成する市政の基本的計

画をいう。
（4） 部門別計画　基本計画のおおむね行政目的ごとにまとめられる計画をいう。
（5） 地区別振興計画　地区ごとの発展方向を定めた計画をいう。
（6） 単位計画　部門別計画における主要施策ごとの計画をいう。

（本部）

第３条 総合計画策定事務の円滑な推進を図るため、伊達市総合計画策定本部（以下
「本部」という。）を設置する。
２　本部の組織は、次のとおりとする。
（1）計画策定委員会
（2）計画調整会議
３　本部に本部長、副本部長及び事務局長を置く。
４ 本部長は企画財政部を担任する副市長、副本部長は副市長、教育長、企画財政部長
をもって充てる。
５　本部長は、本部の事務を総理する。
６　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、副本部長がその職務を
代理する。

７ 本部の事務局は、企画財政部内に置き、事務局長は企画財政部企画課長をもって充
てる。

（計画策定委員会）

第４条 計画策定委員会（以下「委員会」という。）は、本部長、副本部長、事務局長及
び管理職手当に関する規則（昭和42年規則第11号）別表に規定する部長職をもって組
織する。
２ 委員会は、次に掲げる事務を処理する。
（1）総合計画原案の決定に関すること。
（2）総合計画の策定方法に関すること。
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（3）その他総合計画の策定に関し特に必要と認めること。
３　委員会は、本部長が主宰し、必要に応じ招集する。
４ 本部長は、必要があると認めたときは、委員会に第１項に掲げる者以外の者の出席
を求め、意見を聴くことができる。
５ 本部長は、総合計画の原案を決定したときは、当該原案を市長に報告しなければな
らない。

（計画調整会議）

第５条 計画調整会議（以下「調整会議」という。）は、企画財政部長の職にある副本
部長、事務局長及び管理職手当に関する規則（昭和42年規則第11号）別表に規定する
課長職をもって組織する。
２　調整会議は、次に掲げる事務を処理する。
（1）総合計画の原案の作成に関すること。
（2）総合計画の策定方法に関すること。
（3）その他総合計画の策定に関し特に必要と認めること。
３　調整会議は、副本部長が主宰し、必要に応じ招集する。
４ 副本部長は、必要があると認めたときは、調整会議に第１項に掲げる者以外の者の
出席を求め、意見を聴くことができる。
５ 副本部長は、総合計画の原案の作成等を終了したときは、当該原部長に報告しなけ
ればならない。

（補則）

第６条 この訓令に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。
附　則

この訓令は、平成元年１月19日から施行する。

（中略）

附　則（平成19年８月20日訓令第46号）
この訓令は、平成19年８月20日から施行する。
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伊達市総合計画審議会Ⅳ-3

１． 諮問

平成２０年１０月２１日
伊達市総合計画審議会
会長　和　田　　　勉　様

伊達市長　菊　谷　秀　吉

第六次伊達市総合計画（案）について（諮問）

第五次伊達市総合計画の計画期間中でありますが、平成18年３月の大滝村との合併に
伴い、新たに第六次伊達市総合計画を策定することといたしました。
本市の特性を活かし、新しい時代に即応した総合的かつ計画的なまちづくりの指針

である第六次伊達市総合計画（案）を別冊のとおり取りまとめましたので、貴審議会の
意見を求めます。

２． 答申

平成２０年１１月１０日
伊達市長　菊　谷　秀　吉　様

伊達市総合計画審議会
会長　和　田　　　勉

第六次伊達市総合計画（案）について（答申）

平成20年10月21日に本審議会に諮問された「第六次伊達市総合計画（案）」について、
審議が終了したので別紙のとおり答申します。

第六次伊達市総合計画（案）に係る答申

当審議会は、昨年９月に設置されて以来、新しい総合計画の策定方針、市民アンケー
トの調査結果、総合計画素案などについてその都度説明を受け総合計画についての認識
を深めてまいりました。
これらを踏まえ、去る10月21日に諮問を受けた第六次伊達市総合計画案について、慎

重な審議を重ねてきたところです。
本計画案は、序章において人口減少社会の到来と厳しい財政状況を見据え、地方行政

の運営から地方行政の経営といった視点に立った計画の必要性を述べ、これまでの総合
計画にはない戦略的な取り組みとして重点政策を掲げました。
また、重点政策では、着実な行政効果を目指し成果指標を設定する一方、進行管理の

ための行政評価の実施を謳い、さらには、市民との協働の観点から、役割指針を盛り込
むなど新しい取り組みにも挑戦しています。
加えて、総合計画はまちの将来の姿を明らかにし、市民との共通な理解のもとに策定

されるものでなければなりませんが、この点についても十分な配慮が行われました。
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当審議会は、このような観点から、困難な市政の中にも希望を抱いたまちづくりの姿勢
をうかがうことができ、極めて適切な内容の計画であると判断し高く評価するものです。
しかし、過去の例を振り返るまでもなく、総合計画の最も重要な点は、その実効性の

確保と具体的な対応にあります。本計画に基づく実施計画は毎年のローリングにより策
定されますが、計画の執行には前述したような厳しい社会、経済環境が予想されること
から、計画の進行管理の手段とした行政評価を十分に実のあるシステムとして構築し、
常に改革意識を失うことなく、実現に向けた不断の努力が強く求められます。
このことを付言し、このまちを「自然を育み　未来に向かって挑戦する　人にやさし

いまち」として次代に引き継ぐことができるよう大いに期待し、答申とします。

３． 審議経過

■第１回審議会（平成１９年９月４日開催）

（議題）・会長、副会長の選出
・伊達市総合計画審議会について
・新しい総合計画の基本的な考え方
・市民アンケート調査の実施について

■第２回審議会（平成２０年３月２７日開催）

（議題）・総合計画（素案）の報告
・市民アンケート調査の報告

■第３回審議会（平成２０年８月１８日開催）

（議題）・総合計画（素案）の説明

■第４回審議会（平成２０年１０月２１日開催）

（議題）・総合計画（案）の諮問
・説明会、パブリックコメントの結果報告
・『序』の審議
・『基本構想』の審議

■第５回審議会（平成２０年１０月２３日開催）

（議題）・第４回審議会結果の確認
・『基本計画』の審議

（施策の体系、重点政策、地区別まちづくりの目標と課題、計画の進
行管理と行政評価）

■第６回審議会（平成２０年１０月２９日開催）

（議題）・第５回審議会結果の確認
・『基本計画』の審議

（分野別政策）

■第７回審議会（平成２０年１１月６日開催）

（議題）・第６回審議会結果の確認
・答申（案）の協議
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４． 委員名簿

会　長 和　田　　　勉 副会長 辻　浦　義　浩
委　員 花　田　忠　重 委　員 沖　田　廣　幸
〃 佐　藤　一　英 〃 岩　佐　勝　男
〃 大和田　司　郎 〃 河　部　律　雄
〃 佐　藤　孝　治 〃 川　潟　敏　祐
〃 丹　野　征　之 〃 阿　部　光　明
〃 岩　本　浩　吉 〃 青　山　　　剛
〃 川　村　留美子 〃 吉　野　久美子
〃 山　本　國一郎 〃 小　倉　　　拓
〃 麻　林　京　子 〃 居　内　隆　司

５．審議会条例

伊達市総合計画審議会条例

昭和55年３月19日
条例第２号

（設置）

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、伊達
市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（所掌事項）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、総合計画に関する事項について調査審議し、答
申するものとする。

（組織）

第３条 審議会は、委員20人以内で組織する。
2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。
（1）住民自治組織及び各種団体に所属する市民
（2）公募による市民
（3）学識経験者
（4）その他市長が必要と認める市民

（任期）

第４条 委員の任期は、当該諮問に係る期間とする。

（会長及び副会長）

第５条 審議会に会長及び副会長１人を置く。
２　会長及び副会長は、委員の互選により定める。
３　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。
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（会議）

第６条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。
２　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ
ろによる。
４ 会長は、調査審議上必要と認めるときは、市職員の出席又は資料の提出を求めるこ
とができる。

（部会）

第７条　審議会の所掌事務を分掌し、調査審議する必要があるときは、審議会に部会を
置くことができる。
２　部会は、会長の指名する委員をもつて組織し、部会長は部会委員の互選による。
３ 部会長は、部会を招集し、会務を掌理し、部会における審議の経過及び結果を審議
会に報告しなればならない。
４ 前条第４項の規定は、部会の会議に準用する。この場合において、同項中「長」と
あるを「部会長」と読み替えるものとする。
５ 前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が会長の同意
を得て定める。

（庶務）

第８条 審議会の庶務は、企画財政部において処理する。

（委任）

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、市長が別
に定める。

附　則

（施行期日）
1 この条例は、公布の日から施行する。
（非常動特別職職員の報酬等に関する条例の一部改正）
2 非常勤特別職職員の報酬等に関する条例（昭和48年条例第５号）の一部を次のよう
に改正する。

（次のよう略）
附　則（昭和60年３月15日条例第5号抄）

（施行期日）

１　この条例は、昭和60年４月１日から施行する。
附　則（平成２年６月22日条例第12号）

この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成５年３月25日条例第１号抄）

１　この条例は、平成５年４月１日から施行する。
附　則（平成13年６月29日条例第19号）

この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成19年６月15日条例第23号）

この条例は、公布の日から施行する。
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市民参加の取組Ⅳ-4

１．市民アンケート調査

■調査対象 2,000名［16歳以上の市民を対象に層化無作為抽出※］
■調査期間 平成19年９月26日～10月10日
■調査項目 ７項目［「市民生活やまちづくりに関する満足度評価」、

「次期総合計画がめざすべき基本目標」ほか］
■回収数 894名［回収率 44.7％］
■アンケート分析結果 Ｐ．105「Ⅳ－５　市民アンケート分析結果」参照

２．地区説明会

■テーマ 第六次伊達市総合計画（素案）について
■開催状況 ８月20日 黄金地区 ［参加者16名］

８月21日 稀府地区 ［参加者27名］
８月22日 関内地区 ［参加者16名］
８月25日 有珠地区 ［参加者13名］
８月26日 大滝地区 ［参加者９名］
８月27日 長和地区 ［参加者９名］
８月３日 東地区 ［参加者18名］
８月４日 市街地区 ［参加者13名］
８月５日 中央地区 ［参加者34名］

３．団体説明会

■テーマ 第六次伊達市総合計画（素案）について
■開催状況 ９月29日［対象45団体、参加 23団体、25名］

４．市民意見の募集（パブリックコメント※）

■テーマ 第六次伊達市総合計画（素案）について
■募集期間 平成20年８月20日～９月19日
■提出状況 ４名、16件

５．宅配講座※

■テーマ 第六次伊達市総合計画（素案）について
■依頼団体 伊達青年会議所
■開催状況 ９月19日［参加者 18名］

●層化無作為抽出→P106
●パブリックコメント→P96
●宅配講座→P96

用 語 解 説
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１．調査の目的

本アンケート調査は、第六次伊達市総合計画に市民の意見を反映させることを目的に、
市民生活やさまざまな課題に対して市民がどのように感じ考えているのか、また、優先
的・重点的に推進すべき政策領域を見出すために、市民にとって特に重要と感じている
政策は何かということを把握するために行いました。

２．調査項目の体系

調査項目は、下記の体系のとおりです。
設問項目の問１から問６までは単一回答の選択方式で、問７は自由記述方式です。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

健康・医療�

福祉�

安全・安心�

市民生活と農林水産業�

市民生活と商工業�

雇用の確保や職場環境�

自然環境や景観�

家庭における環境保全の取組�

生活環境等の整備�

教育・生涯学習・文化・スポーツ�

余暇活動�

市民による地域活動や社会活動�

市政への参加や協働�

1

2

旧伊達市と旧大滝村の合併の評価�

広域連携かさらなる市町村合併か�

1

2

継続的な定住意思の有無�

移住希望地�

性別、年齢、居住地、職業、就業形態、�
住まいの種類、居住経歴、世帯構成�

問1市民生活やまちづくりに関する満足度評価�

問2次期総合計画がめざすべき基本目標�

問3自治体の広域連携やさらなる合併について�

問4定住意思について�

問5 市民活動への参加について�

問6属性�

問7自由記述�

市民アンケート分析結果Ⅳ-5
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1

2

3

4

●顧客満足度調査

市場調査の一種で、購入し
た商品や利用したサービス
についてお客さまがどのよう
な評価をしているかを調査す
るものです。公共においても、
市民を行政サービス等の利
用者とみなし、利用者がどの
ように評価しているかを把握
することで行政サービス等の
適切な改善に結び付けよう
という趣旨の調査手法です。
●重回帰分析

例えば、自身の住んでいる地
域の「住みやすさ」を判断す
る際には、ひとつの要因だけ
ではなく、自然環境や教育環
境、あるいは住環境、医療環
境、商業環境、防犯・防災環
境などの多くの日常生活要
因が絡み合っています。そこ
で、これらさまざまな要因がど
のように絡み合って、「住み
やすさ」が判断されているか、
個々の影響力の度合いを統
計的に解析して数値化し、有
効なデータを得る統計的な
分析手法です。
●層化無作為抽出

各種の世論調査などで一般
的に用いられており、母集団
を最も適切と思われる階層に
分けて無作為に標本を抽出
する公正で偏りのない方法。
今回は伊達市民全員の地区
別ごとのまちづくりの課題を
把握するため、地区別さらに
は年齢と性別による三つの
階層に分けて、各地点ごとに
一定数の無作為抽出を行い
ました。

用 語 解 説

３．調査項目の狙いと分析手法　　　　　　　　　　　　　　　　　

市民生活やさまざまな課題に市民がどのように感じ考えているのかを把握するため
に、「顧客満足度調査」の手法を用い問１の設問を設定しました。
なお、優先的・重点的に推進すべき政策領域を見出すために、市民にとって特に重要

と感じている政策は何かということを把握するための解析方法は、「重回帰分析」を用
いました。

４．調査の概要

調査実施時期

平成19年９月26日～10月10日

調査対象（サンプリング）

16歳以上の伊達市民の中から、地区別及び性別の割合が伊達市の縮小サイズになる
よう、2,000名を層化無作為抽出※しました。

調査方法

配票及び集票は郵送で行いました。

回収数と回収率

回収数は、894名。回収率は、44.7％です。

５．分析結果

市民生活やまちづくりに関する満足度をお聞きしました。

何を知るための設問なのか

市民の皆さんに、さまざまなまちづくりの課題や市民サービスについて満足度をお聞
きし、その結果を用いて、皆さんが重視している項目は何かを、統計的に分析するもの
です。

何がわかったのか

市民生活やまちづくりに関するあらゆるものを、13の領域に分け、それらの領域をさ
らに細かく87の項目とした設問を用意しました。

（１）１３の領域についてわかったこと

市民の満足度評価と望んでいる重要度の２つの指標を、縦と横２つの軸に落としたの
が、【図表－１】です。
【図表－１】は、縦軸に満足度評価を示しています。上に行くほど満足度が高く、下

に行くほど満足度が低いことになります。また、横軸に市民重要度を示しています。右
に行くほど重要度が高く、左に行くほど重要度が低いということです。この結果、縦横
に４つの分野ができますが、【図表－１】を見ますと、次の２つが重要性の高い分野とな
っています。
①満足度が高く重要度も高い分野（これは、「一層のレベルアップが期待されている分

問１

1

2
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野」と言えます）は、「農林水産業」と「安全・安心」です。
②満足度が低くて重要度が高い分野（これは、「早急な改善が望まれている分野」と言
えます）は、「参加・協働」と「健康・医療」です。
結果としてこの４つが、市民意識に基づいて絞り込まれた重点政策の領域ということ

になります。この４つを中心に、もう少し具体的に見てみます。

（２）８７の項目についてわかったこと

問１では、13の領域にわたって、さらに細かい87の項目について満足度をお聞きして
います。この項目の中から、市民が重視しているまちづくり課題を絞り込みました。そ
の結果が【図表－２】です。【図表－２】を見ますと、かなり多くの項目が重点政策の領
域に含まれています。それらの中でも、特に重要性が高いのは次の項目です。
①満足度が高く重要度も高い分野（これは、「一層のレベルアップが期待されている分
野」と言えます）は、「市民に対する市職員の対応」「交通安全の取組」「まちづくり
を進める行政の姿勢」「市政に関する情報の提供」など20項目です。
②満足度が低くて重要度が高い分野（これは、「早急な改善が望まれている分野」と言
えます）は、「市政への市民参加」「救急医療体制」など12項目です。

これらの項目を対象に重点政策として絞り込みを行うことが、市民ニーズに適ってい
るということが示されました。【図表－３】

高
い�

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

－5.0

－10.0

－15.0

－20.0

－25.0

－30.0

－35.0

－0.400 －0.300 －0.200 －0.100 0.000

重要度�低い�←� →�高い�

0.100 0.200 0.300

↑�

↓�

満
足
度�

低
い�

現状維持が望ましい�

自然環境�

農林水産業�

安全・安心�

参加・協働�健康・医療�

環境保全の取組�
余暇�

地域活動�

生活環境整備�

教育・学習�
福祉�

商工業�

雇用・職場�

一層のレベル�
アップを期待�

重
要
性
の
高
い
分
野�

早急な改善が必要�いずれ改善が必要�

■領域ごとの、満足度と重要度の分布［図表－1］
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－0.040
－40.0

－30.0

－20.0

－10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

－0.020 0.000 0.020 0.040 0.060 0.080 0.100 0.120
重要度�低い�←� →�高い�

高
い�

↑�

↓�

満
足
度�

低
い� 介護保険サービス�

伊達赤十字病院の医師などの対応�

高齢者福祉�

その他医療機関の�
数や設備�

その他医療機関の�
医師などの対応�

男女共同参画�救急医療体制�

森林資源有効活用�
防犯灯設置�

おも�
てなし�

前浜や漁港の景観�
子育て支援の取組み�
情報通信網の整理�

避難場所や避難訓練�

旅行を楽しむ機会�

地場水産物を近くで購入�
余暇活動の時間のゆとり�
家庭菜園やガーデニング�

自然と親しむ機会�
地場農産物を近くで購入�
健康維持の仕組み�

地場農産物の安心安全�
周辺の農村景観�

市政に関する情報提供�

まちづくりの姿勢�
交通安全の取組み�

市政への市民参加�

市民に対する�
職員の対応�

重
要
性
の
高
い
分
野�

現状維持が�
望ましい�

一層のレベル�
アップを期待�

早急な改善�
が必要�

いずれ改善�
が必要�

●満足度も重要度も高く、一層の
レベルアップを期待している項目

◎健康維持の仕組

◎その他医療機関の数や設備

◎その他医療機関の医師などの対応

◎生きがい対策など高齢者福祉サービス

◎交通安全の取組

◎避難場所や避難訓練

◎安全・安心全般

◎周辺の農村景観

◎地場水産物を身近で買えるか

◎地場農産物を身近で買えるか

◎農林水産業全般

◎地場農産物の安心安全

◎自然と親しむ機会

◎情報通信網の整備

◎余暇活動に費やす時間のゆとり

◎旅行を楽しむ機会

◎家庭菜園やガーデニングを楽しむ機会

◎まちづくりの姿勢

◎市政に関する情報提供

◎市民に対する市職員の対応

領域

健康・医療

健康・医療

健康・医療

福祉

安全・安心

安全・安心

安全・安心

農林水産業

農林水産業

農林水産業

農林水産業

農林水産業

自然環境

生活環境

余暇活動

余暇活動

余暇活動

参加・協働

参加・協働

参加・協働

領域

健康・医療

健康・医療

健康・医療

福祉

福祉

安全・安心

農林水産業

農林水産業

商工業

社会活動

参加・協働

参加・協働

●重要度は高いが満足度は低いので、

早急な改善が必要な項目

●救急医療体制

●伊達赤十字病院の医師などの対応

●健康・医療全般

●子育て支援の取組

●介護保険サービス

●防犯灯設置

●森林資源有効活用

●前浜や漁港の景観

●おもてなし

●男女共同参画

●市政への市民参加

●参加や協働全般

■項目ごとの満足度と重要度の分布［図表－２］

■［図表－3］



109

Ⅳ
資
料
編

次期総合計画がめざすべき基本目標についてお聞きしました。

「健康で安心して暮らせるまち」を基本目標に望む声が過半数を占めています。次い
で「産業がいきいきと躍動するまち」も多くの市民に支持されています。この二つの項
目は、問１において絞り込まれた「健康・医療」、「安全・安心」と「農林水産業」の領
域と重なる内容です。これらは、市民意識から絞り込まれた特に重要度の高い領域であ
ることが、問１と問２の両面で確認されました。

自治体の広域連携やさらなる合併についてお聞きしました。

旧伊達市と旧大滝村の合併については、その評価は「今の段階では判断できない」と
いう意見が最も多く、「わからない」を加えると約６割の市民が判断を保留しています。
しかし、「どちらかといえば良かった」も多く、否定的な意見は少ないようです。
次に、今後行政の広域化をどのような形で進めるべきかについては、広域連携と市町

村合併の「いずれでも良い」あるいは「わからない」を合わせると、65％もの人は特定
していません。全体としては市町村合併より広域連携を望む声の方が多くなっています。

めざすべき基本目標�
健康で安心して�
暮らせるまち　53％�

産業がいきいきと�
躍動するまち　15％�自然を感じ�

環境を保全するまち　5％�

快適でゆとりと�
安らぎを感じるまち　7％�

人と文化をはぐぐみ�
学びあうまち　5％�

みんなで知恵を出し合う�
創造のまち　4％�

無回答�
11％�

概ね良かった　13％�

どちらかといえば�
良かった　19％�

どちらかといえば�
良くなかった　3％�

良くなかった　2％�

今の段階では�
判断できない　40％�

わからない　19％�

無回答　4％�

合併に関する評価�

いずれでも良い　35％�

広域連携を�
進めるべき　22％�

市町村合併を�
進めるべき　5％�

どちらにも反対　4％�

わからない　30％�

無回答　4％�広域連携と市町村合併�

問2

問3
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定住意思についてお聞きしました。

「今の場所に住み続けたい」が全体の72％に及んでいることから、定住意識の高さが
伺えます。

市民活動にどの程度関わっているかお聞きしました。

全体として市民活動への参加の割合は高くありませんが、清掃やリサイクルなど日常
化した活動が多い「地域活動」、「環境への市民活動」については、参加の割合が高いこ
とがわかります。

今の場所に�
住み続けたい　72％�

市内の別の�
場所に移りたい　6％�

事情があって�
移らざるを得ない　7％�

市外のどこかに�
移りたい　7％�

その他　4％�

無回答　4％�

定住意識�

問4

問5

地域活動�

0％� 10％� 20％� 30％� 40％� 50％� 60％� 70％� 80％� 90％� 100％�

環境への市民活動�

福祉への市民活動�

子育て支援への�
市民活動�

まちづくりへの�
市民活動�

集会施設など�

市政に関する�
情報提供�

市政への市民活動�

協働で進める�
計画づくりなど�

いつも参加� 時々参加� 機会がない� 難しい� 参加したくない� 無回答�

市民活動への参加�




